
「社会保障審議会企業年金・個人年金部会における議論の整理」が公表されています 

 

12 月 27 日、社会保障審議会企業年金・個人年金部会は「社会保障審議会企業年金・個人年金

部会における議論の整理」を公表しました。 

 

●iDeCo受給開始可能年齢の上限の引上げ 

 → 引き続き 75 歳とし、令和９年４月以降の 70 歳以降で受給を開始する者の状況等を見極

めた上で、受給開始可能年齢をさらに引き上げるのかどうかについて丁寧に議論していくべき 

 

●iDeCoの拠出限度額 

 → iDeCo の第２号被保険者の拠出限度額について、企業年金がない場合や、事業主掛金が

少ない場合であっても、企業年金と合わせた共通の拠出限度額まで拠出できるよう、見直しを

行う 

 → iDeCo の拠出限度額について、企業型ＤＣの拠出限度額と合わせ、経済・社会情勢の変

化を踏まえた見直しを行うべき 

 

●企業型ＤＣの拠出限度額 

 → 企業型ＤＣの拠出限度額について、賃金の上昇等の経済・社会情勢の変化を踏まえた見

直しを行うべき 

 → 企業型ＤＣのマッチング拠出について、事業主掛金額を超えられないとする制限を見直

す必要がある 

 

●簡易型 DC制度 

 → 2018 年の創設後、利用実績がなく、中小企業のニーズに合致していなかったと考えら

れるため、簡易型ＤＣで適用されていた手続きの簡素化のうち、一部については通常の企業型

ＤＣに適用することで、通常の企業型ＤＣについて中小企業を含めた事業主全体が取り組みや

すい設計に改善し、簡易型ＤＣについては、通常の企業型ＤＣに統合すべき 

 

●中小事業主掛金納付制度（iDeCo＋） 

 → 実施できる中小事業主の範囲については、引き続き 300 人以下とすることとし、普及促

進や加入者の増加に取り組むべき 

 → iDeCo＋とＤＢとの併用に関しては、慎重に検討を行うべき 

 

 

 



●総合型ＤＣ 

 → 法令上の定義はないが、業務・資本金等の密接な関係を有していない複数の事業所が共

同して企業型ＤＣを実施する、いわゆる「総合型ＤＣ」について、総合型ＤＢの規定を参考

に、制度上位置付け、実態を把握するべき 

 → ルールの整備、運用商品の選定、モニタリング、継続投資教育の実施等に係る取組みの

改善方策についても、引き続き検討を行うべき 

 

●ＤＢの制度設計 

 → 定年延長等に伴う給付設計の変更については、引き続き給付減額に係る現行の判定基準

を原則としつつ、給付の名目額が増加する等の一定の要件を満たす場合であって、ＤＢの給付

設計を変更することについて対象加入者の３分の２以上で組織する労働組合の合意がある場合

には、例外的に「給付減額」として取り扱わないこととするべき 

 

●いわゆる選択制ＤＢ・選択制ＤＣ 

 → いわゆる選択制ＤＢにおいて、ＤＣと同様、事業主が従業員に社会保険・雇用保険等の

給付額への影響等を説明するよう、ＤＢの法令解釈通知に追記すべき 

 → その上で、障害年金や遺族年金を含む社会保険制度における給付に影響を及ぼすことに

ついて、労使協議や導入時・加入時に、従業員に対して正確な説明が行われるよう、取組みを

進める 

 

●自動移換 

 → 事業主が取るべき対応として、企業型ＤＣの加入者資格を喪失する前から資格喪失時に

かけて、資格喪失時に取るべき対応に係る説明を実施することや、企業型ＤＣの全加入者に対

する資格喪失時の個人別管理資産の移換の手続き等に関する継続的な説明を実施することとす

べき 

 

●ＤＣの脱退一時金 

 → 公的年金の脱退一時金の見直しの状況や実務も踏まえ、通算拠出期間について５年から

８年へ引き上げる等、見直すべき 

 

詳細は、下記リンク先にてご確認ください。 

• 企業年金 個人年金 私的年金 iDeCo 自動移換 加入可能年齢 拠出限度額 企業型ＤＣ 

総合型ＤＣ 脱退一時金 

社会保障審議会企業年金・個人年金部会における議論の整理 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_48235.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_48235.html

